
 

公表版 

 

 

 

薬事法業許可取得企業の 

東日本大震災及び BCP 策定状況等に関するアンケート 

～報告書～ 

 

 

 

 

 

 

平成 24 年３月 

静岡県薬事課 



 

目次 

 

Ⅰ 調査の概要 

１） 調査の目的 

２） 調査方法 

３） 回収率 

Ⅱ 調査の結果 



1 

Ⅰ 調査の概要 

１）調査の目的 

平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災及びその後の東京電力の計画停電

の実施等により、東北地方の医薬品等製造企業のみならず、全国の企業の生産活

動に影響を及ぼした。 

こ の よ う な 状 況 の 中 、 県 経 済 産 業 部 商 工 業 局 商 工 振 興 課 で は 、 県 内 中 小 企業

1,000 社を対象とした大震災の影響に関する調査を実施するとともに、「事業継続

計画」（BCP）策定状況等に関する調査を行い、平成 23 年 9 月に公表した。 

また、医薬品、医療機器の生産金額が全国１位（平成 22 年）である本県にお

いて、平成 2１年 12 月及び平成 23 年 12 月に行われた薬事課と静岡県製薬協会

との年末懇談会で懇談テーマとしてＢＣＰが取り上げられるなど、ＢＣＰに関し、

企業の関心が高まっている。 

そこで、医薬品や医療機器など、生命関連産業の災害時等の事業継続の対策を

検討することを目的に、薬事法業許可取得業者を対象として、東日本大震災によ

る影響及び BCP 策定状況、代替品のない製品の製造状況等の調査を実施する。 

 

２）調査方法 

・ 調査対象：静岡県内の医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器製造販売業者及

び製造業者 （同一所在地及び同一管理は 1 回答） 

・ 調査方法：薬事課ホームページに掲載、メールにて案内 

・ 調査期間：平成 23 年 12 月 16 日～平成 24 年２月 6 日 

・ 調査内容：県経済産業部商工業局商工振興課が実施した調査を主とし、代替品   

のない製品の製造状況等について併せて調査する。 

  

３）回収率 

 ・標本数  ：259 

・有効回収数：242（93.4％）
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Ⅱ 調査の結果 

 

１） 回答企業の属性 

 

従業員数               資本金  

  

        

主となる業態  

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 回答企業は全て薬事法上の業許可を取得している業者。 

 企業内における主な業態について確認した。 

 

 回答数 ％

１～19 人 92 38.0

20～49 人 51 21.1

50～99 人 33 13.6

100 人以上 66 27.3

計 242

 回答数 ％

10,000 千円未満 31 12.8

10,000～30,000 千円未満 84 34.7

30,000～100,000 千円未満 47 19.4

100,000 千円以上 80 33.1

計 242  

 回答数 ％

医薬品製造販売業・製造業 78 32.2

医薬部外品製造販売業・製造業  12 5.0

化粧品製造販売業・製造業  78 32.2

医療機器製造販売業・製造業  64 26.4

その他 10 4.1 

計 242  
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２） BCP の策定状況について 

 

 

 

回答時点の BCP 策定状況（主となる業態の内訳） 

問１ 

（１）貴社は、平成 23 年３月 11 日時点で事業継続計画（BCP）を策定していま

したか。 

（２）貴社は現時点で事業継続計画（ＢＣＰ）を策定されていますか  

31

33

26

41

24

48

21

16

84

68

56

34

0

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年3月11日時点の策定状況

回答時点の策定状況

１　ＢＣＰを策定済み

２　ＢＣＰを策定中

３　今後、ＢＣＰを策定する予定

４　防災計画等の一部として、ＢＣＰを織り込んでいる

５　ＢＣＰの策定予定はなかった（ない）

６　ＢＣＰを知らなかった（知らない）

７　無回答

20

2

2

9

0

18

2

8

10

2

17

3

18

8

2

0

0

12

5

32

16

5

4

0

17

13

0

8

7

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医薬品

医薬部外品

化粧品

医療機器

その他

ＢＣＰを策定済み ＢＣＰを策定中

今後、ＢＣＰを策定する予定 防災計画等の一部として、ＢＣＰを織り込んでいる

ＢＣＰの策定予定はない ＢＣＰを知らない
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その他の回答 

・東日本大震災直後資材調達が困難になった時期があったため。また、震災時の従業員の安

全確保は最優先しなければならないと感じているため。 

・本社（米国企業）の方針として策定しております。 

・3 月 11 日の震災を受け、見直しが必要となったため。 

・会社としての危機管理対応の一環として自主的な取り組み 

・新型インフルエンザ対応の BCP は策定済みであったが、地震・災害対応の BCP も必要である

ため。 

・グループとして BCP 策定が義務づけられているため 

・経営陣の判断による 

・弊社独自の世界規格 IMS に規定されており、リスク低減する文化は定着している。 

・東海地震対応に端を発して 

・自社危機管理ガイドラインに基づき危機管理総合マニュアルを改定 

・所属業界団体が推進しているため。 

・米国本社よりの指示 

・国（厚労省、農水省）や、業界団体(乳業協会等)及び親会社からの要請 

・経営基盤の強化 

・製品の品質保証にＢＣＰの必要性を強く感じたため。自社内にて自主的に行う予定。 

問２【問１（２）で「１」～「4」を回答された方がお答えください。】 

事業計画を策定した（策定しようとする）きっかけ（理由）についてお聞きします。

（回答は３つ以内）  

N=138 

86

55

26

21

12

8

8

4

0

0

16

6

0 20 40 60 80 100

企業の社会的責任、企業イメージ向上のため

報道により、災害被害を受けた企業を教訓とし
て

取引先から要請があったため

国や自治体、商工団体等のガイドライン等を見
て

過去に災害、事故等を経験しているため

社屋や工場の耐震診断の結果を見て

国や自治体、商工団体等の講習会・セミナーを
受講して

ＩＳＯ企画化を先取りして

取引金融機関から要請があったため

ＢＣＰ関係の優遇措置を利用するため

その他

無回答
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78

60

44

40

33

30

22

18

14

13

11

8

8

7

6

4

0

20

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

策定に必要な知識やノウハウが不足している

策定する人手の確保が難しい

策定する時間の確保が難しい

ＢＣＰの内容に関する情報が不足している

取引先や関連する企業内での調整が難しい

代替オフィス、備蓄、耐震化等の対策費用が高い

策定する費用の確保が難しい

同業他社との相互協力関係の構築が難しい

ＢＣＰに対する現場・従業員の意識が低い

社内の部署間の連携が難しい

優遇措置などの財務支援が少ない

ガイドライン等に自社業種の例示がない

ＢＣＰに対する経営層の意識が低い

ＩＴに関するバックアップシステムの構築が難しい

中核事業・重要業務の絞り込みが難しい

ＢＣＰに関する国や自治体、商工団体等の相談窓口
がわからない

ＢＣＰに関するコンサルティング企業等の相談窓口が
わからない

無回答

 

  N=138 

問３【問１（２）で「１」～「4」を回答された方がお答えください。】 

事業継続計画（BCP）を策定した（策定しようとする）際の問題点についてお聞き

します。（回答は５つ以内）  



6 

 

 

 

 

 

87

48

19

15

15

7

4

3

24

0 20 40 60 80 100

国や自治体、商工団体等が公表しているガイドライン
を参考にして

ＢＣＰ関連の書籍、専門書等を参考にして

ＢＣＰ関連のコンサルティング企業による指導やアド
バイスを受けて

取引先による指導やアドバイスを受けて

国や自治体による指導やアドバイスを受けて

商工団体等による指導やアドバイスを受けて

ＢＣＰの研究者、大学関係者による指導やアドバイス
を受けて

ＢＣＰ関連のＮＰＯによる指導やアドバイスを受けて

無回答

 

N=138 

 

選択肢の「BCP 関連のコンサルティング企業による指導やアドバイスを受けて」の

選択順位が経済産業部の調査結果より多かった。 

問４ 【問１（１）で「１」～「4」を回答された方がお答えください】 

事業継続計画（BCP）をどのように策定したか（策定する予定か）お聞きします。

（回答は３つ以内） 
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118

62

50

49

45

23

19

4

17

0 20 40 60 80 100 120

地震

水害

新型インフルエンザ等の感染症対策

火災、爆発などの事故

その他の自然災害

ＩＴ関係

情報管理

モラル

無回答

 

N=138 

 

 

 

5 15 97 22
1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社外秘の部分以外公表し、積極的にPRしている
社外秘の部分以外公表している
策定した事を公表しているが、内容は一切公表していない
公表していない
無回答

 

N=138 

問５ 【問１で「１」～「4」を回答された方がお答えください】 

事業継続計画（BCP）の対象とした災害についてお聞きします。 

（複数回答、選択数自由）  

問６ 【問１（１）で「１」～「4」を回答された方がお答えください】 

事業継続計画（BCP）の公表についてお聞きします。（選択一つ） 
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今後見直しを予定
27%

無回答
14%

見直しの予定なし
2%

見直し済
9%

見直し中
27%

わからない、未定
21%

 経済産業部の調査より調査時期が後であること起因していると思われるが、見直し

済み、見直し中の企業が多かった。 

問７（１） 【問１（１）で「１」～「4」を回答された方がお答えください】 

東日本大震災を受けて事業継続計画（BCP）（策定中または策定予定の場合は策定

しようとする BCP）を見直す予定がありますか。（選択一つ） 
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59

53

52

48

45

43

37

31

30

25

21

1

152

0 50 100 150

緊急時の対応内容と対応手順

重要業務の継続に必要な要素・資源の洗い出し

災害時の基本的対策

基本方針および策定・運用体制

事業停止の影響（重要業務の決定・目標復旧時間の検討）

災害・事故による被害想定

対象となる災害・事故

代替資源の確保

継続戦略（方法）の検討・選定

教育訓練・維持管理

事前対策計画の決定・実行

その他

無回答

 
その他の意見 

・BCP 策定段階の為、見直し段階ではない（本回答は問 7（１）で見直し中と回答し

ている） 

 

 

 

 

35
27
26

21
15

11
7

4
1
1
3

0 10 20 30 40

策定に必要なノウハウ・スキルがないため

法令、規則等で義務付けられていないため

策定する人手を確保できないため

顧客、取引先からの要請がないため

策定の費用が確保できないため

策定の効果が期待できないため

ガイドライン等に自社業種の例示がないため

BCPは必要ないと考えているため

国や自治体の入札要件にないため

災害とは無縁であると考えているため

無回答

 

問７（２）【問７で「見直し済」「見直し中」「見直しを予定」を回答された方がお

答えください】 

見直しをする BCP の内容はどのようなものですか。（複数回答、選択数自由） 

問８【問１で「策定予定はない」を回答された方がお答えください】 

事業継続計画（BCP）の策定予定がない理由についてお聞きします。 

（回答は３つ以内） 

N=70 

N=88 
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124

103

102

62

37

23

18

16

7

0 50 100 150

国や自治体、商工団体等によるノウハウの支援・相談

BCPを策定した企業への税制優遇措置を行う制度

自由に参加できるBCP勉強会等の創設・運営

法令等によるBCP策定の義務付け

BCP策定費用を金融機関等が低利で融資する制度

国や自治体、商工団体等によるBCPコンサルタントの派
遣制度

国や自治体がBCP策定企業から優先的に調達する制
度

ISO等によるBCP策定企業の認定・格付け

優良なBCPコンサルタントの登録または認定制度

 

 

 

 

 

 

モデルプランを知らな

かったので、今後活用し

たい

66%

モデルプランを知ってお

り、既に活用している（活

用するつもり）

13%

モデルプランを知ってい

るが、活用するつもりは

ない

6%

モデルプランを知らな

かったし、活用するつもり

もない

15%

 

問９【全員】どのような制度や支援策があれば事業継続計画(BCP)の策定や運用に

役立ちますか｡ 

問 10【全員】静岡県では、県内中小企業の事業継続計画（ＢＣＰ）策定支援のた

めに静岡県事業継続計画モデルプラン（第 2 版）を昨年 10 月に作成し、県ホーム

ページ上で公表していることを御存知ですか。 

N=242 

N=242 



11 

 

 

 

 

 

24 214

1 3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「静岡県BCP普及研究会」に入会している
「静岡県BCP普及研究会」の入会を検討中
「静岡県BCP普及研究会」を知っていたが入会していない
「静岡県BCP普及研究会」を知らなかった

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17 208

1 0

15

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

養成講座の修了者から指導、相談を受けたことがある

養成講座の修了者から指導、相談を受けるか検討中

養成講座や専門家派遣制度のことを知っている

養成講座は知っていたが、専門家派遣制度は知らなかった

養成講座や専門家派遣制度のことを知らなかった

無回答
 

 

 

問 11【全員】県内中小企業に事業継続計画（BCP）の普及を図っていくため､企業､

大学､商工団体､ＮＰO､行政等が連携して､定期的に情報交換・課題検討等を行う「静

岡県ＢＣＰ普及研究会」を御存知ですか。 

N=242 
問 12【全員】静岡県では､県内中小企業の事業継続計画（BCP）策定への取組を支

援するため、「BCP 指導者養成講座」を開催し､BCP 策定について相談や指導がで

きる人材の養成を行っており､また､BCP に関する相談､助言等を有償で行う場合

は､財団法人しずおか産業創造機構の専門家派遣制度等の対象となることを御存知

ですか。 

N=242 

N=242 
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39

98

69

69

3

5

59

11

0 20 40 60 80 100 120

東北関東地域の生産拠点が被災し、生産活動に影
響を受けた

部品調達先が被災し、部品が調達できなくなった

取引先が被災し、製品（商品）の出荷・販売ができなく
なった

自粛や風評等で売上高が減少する等、間接的な影響
を受けた

従業員やパートの解雇や再配置等、雇用調整を行っ
た

営業資金の不足等、資金面で苦境に立たされた

影響は特に受けなかった

その他

 

その他の回答  

・得意先が原材料を調達できず、受注が減少した。 

・取引先から放射能測定結果を要求された 

・会社全体としては、他事業分野で、2、3 の影響を受けました。 

・原料製造元が被災し、一部不足したが、代替品で対応した。 

・現在、医療機器の製造販売を行っていない為影響はなし。 

・原発事故により、お客様から原料・最終製品に対する放射能の影響を調査するよう

に指示があり、調査に人手や時間、コストがかかるようになった。 

・計画停電による生産量の減少 

・ＲＩの測定を顧客から依頼された。 

・計画停電による生産量の減少。計画に無い設備の導入（非常用発電設備）。 

・東北地方へ製品を東京経由で約１ヵ月半送付。 

・取引先が被災し、負担金が発生した 

 

 

 

 

 

 

 

問 13【全員】東日本大震災によって、貴社の事業活動はどのような影響を受けま

したか。（選択自由） 
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52

63

81

13

20

40

68

15

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

生産拠点や部品調達先の復旧が遅れ、生産が停滞
する恐れがある

取引先の復旧が遅れ、取引先からの発注が減少する
恐れがある

自粛や風評等の間接被害により、売上高が低迷する
恐れがある

従業員の解雇や再配置等、雇用調節を行わざるをえ
ない恐れがある

営業資金の不足等、資金面での不安が増大する恐れ
がある

津波への対策をどう進めればよいかわからず、困って
いる

懸念される影響は特にない

その他

 

その他の回答 

・受託作業なのでどのように影響がでるのか今の時点では把握できない 

・政府、県の被害想定が発表されずライフラインの復旧が想定できない。 

・静岡が同様の大震災にみまわれた場合、浜岡原発事故の放射能汚染による影響によ

り、製造所や従業員の生活区域が永久的に汚染される恐れがある。 

・東海大地震による事業への影響 

・浜岡原発停止による電力費の値上げ.浜岡原発が被災した場合の事業継続の不安 

・電気料金値上げによるコスト増 

・現在、医療機器の製造販売を行っていない為影響はなし。 

・原発事故の影響が長期化し、東日本の植物エキスなどへの影響がさらに増し、供給

難になるものがでる可能性がある。また産地変更により、最終製品の物性に影響が

出かねない。 

・浜岡原発の 30Km 圏内に事業所が位置している 

・原材料の放射性物質汚染による風評対策や、調達原材料の放射性物質検査等の検査

費用、工数増が懸念される。 

・海外取引先からの放射能測定の依頼がまだ当面の間続きそう。 

・諸外国からの放射能汚染の風評被害による放射能検査の増加 

・放射性物質検査等による費用が増大する 

・リスク分散による受注の減少 

・生産した製品の出荷量が変動した。 

・電力不足による計画停電 

 

問 14【全員】東日本大震災の影響により、貴社が今後、懸念することはどのよう

なことですか。  
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その他の回答 

・計画停電のため、生産スケジュールの調整により、ほとんど被害を受けなかった。 

・非常用発電機で対応したため、生産への影響はなかった。 

・多少の影響はあったが、受注量の減少と稼働開始時間の調整で問題はなかった。 

・一部原材料の入手が困難となる懸念事項が発生しました。 

・操業時間の変更により対応した。 

・土日出勤平日休業の変則勤務の実施（３班による輪番操業）、ＧＷ休暇の夏季振替

による夏季休業期間を増やす、など 

・計画停電時は、生産に影響があったが、生産計画を調整しなんとかなっている。 

・計画停電によって営業時間の調整を行わなければならなかった 
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節電・省エネを強化し、消費電力を抑制した

勤務時間の削減や一部事業所の停止や短縮等、事業
を縮小した

勤務シフトの見直し等を実施し、夜間電力を活用した

生産計画を春に前倒し、または秋に先送りした

他の地域の事業所での生産を増やすことで対応した

特に対応を予定しなかった

自家発電を(追加）導入した

制限緩和措置の適用を受けた

その他

問 15【東京電力管内（富士川以東）の方がお答えください】 

3 月 11 日以降の東京電力の計画停電により、貴社の事業活動はどのような影響を

受けましたか。  
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生産設備等の稼動が十分にできなくなり、操業に
支障があった

取引先から部品や商品等の供給が十分に受けられ
なくなった

生産した製品・商品等の出荷ができなくなった

従業員やパートの解雇・再配置等、雇用調整を行っ
た

影響は特に受けなかった

その他

問 16【東京電力管内（富士川以東）の方がお答えください】 

政府は、今夏の東京電力管内の電力供給の不足に対応するため 15％の電力制限目標を

設定しました。これに対し、貴社ではどのような対応を行いましたか。 
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その他の回答 

・職場配置を変更して空調設備の職場単位での停止エリアを設定した。 

・一部、平日操業を停止し、休日稼動を行った 

・自家発電機をレンタルした。 

・今夏のみレンタルにて自家発電機を導入した。 
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節電・省エネを強化し、消費電力を抑制した
勤務時間の削減や一部事業所の停止や短縮等、事業

を縮小した
勤務シフトの見直し等を実施し、夜間電力を活用した

生産計画を春に前倒し、または秋に先送りした

他の地域の事業所での生産を増やすことで対応した

特に対応を予定しなかった

自家発電を(追加）導入した

その他

その他の回答 

・小さいが太陽光発電を導入した。 

・照明器具等の節電 

・さらなる節電に努めた 

・節電目標を 15％とし、達成できた。 

・現在、医療機器の製造販売を行っていない為影響はなし。 

 

 

 

 

・零細事業者のサンプルが欲しい。 

・流通システム（交通網等）の強化と確保 

・物流・ライフラインの確保、優先性をどう考えているのか。 

・様々な情報があればいただきたい 

・薬業他社の事例があると助かります 

・被害想定等の BCP 立案の基礎データを、わかりやすい内容で公表を要望 

・弊社液化窒素、液化酸素の医薬品製造は病院向けとして重要であり、節電対象から

外して頂きたい。

問 17【中部電力管内（富士川以西）の方がお答えください】浜岡原子力発電所の停

止に伴い、中部電力管内でも、より一層の節電が求められましたが、これに対し、貴

社ではどのように対応しましたか。  

問 18【全員】BCP 策定に関し、静岡県への御意見、御要望があれば、お聞かせくだ

さい。  
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以下の設問については、秘密情報もあるため、非公表とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 19 【医薬品・医療機器製造業者の方は全員の方がお答えください】 

（１）貴社が製造している製品において、代替品が他にない製品がありますか。 

（２）その製品の販売名、効能効果、どのように代替品がないのか記載してくださ

い。 

（３）当該製品の市場供給確保における対応策について教えてください。 

問 20【医薬品・医療機器製造業者の方は全員の方がお答えください】 

（１）貴社が製造している製品において、同種同効薬等でシェアが高い製品があり

ますか。 

（２）その製品の販売名とシェアの状況（どの様な分野でどのくらいの％か等）を

お聞かせください。 

（３）当該製品の市場供給確保における対応策について教えてください。  

問 21【製造所の方がお答えください】 

（１）貴社製造所には自家発電がありますか。 

（２）自家発電の用量（ｋW 等）、その自家発電により対応できる範囲をお聞かせく

ださい。  

問 22 【全員の方がお答えください】現在、移転若しくは増設、縮小等の計画があ

りますか。  


